
研究資料　No.19-05

自動運航船の開発・実装に係る制度に
関する調査研究

（自動運航船プロジェクト）

（2019年度報告書）

2020年 3月

一般財団法人　日本船舶技術研究協会



 
 

 
 

はしがき 

 
この報告書は、日本財団の 2019 年度助成事業「船舶関係諸基準に関する調査研究」の一環として、自

動運航船プロジェクトにおいて実施した「自動運航船の開発・実装に係る制度に関する調査研究」の成果

を取りまとめたものである。 
本プロジェクトでは、2017 年の第 98 回 IMO 海上安全委員会（MEPC 98）において自動運航船の安全

に関する検討を開始することが合意されたことを受け、IMO における議論に適切に対応するために、自

動運航船の開発・実装に係る制度に関する調査研究を実施した。 
具体的には、上記に関する MSC 101 への対応案の検討を行うとともに、実際に国内外で想定されてい

る自動運航船の具体的な運航形態を調査し、自動運航船を実現するために必要な制度等を明らかにし、と

りまとめた。 
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1. はじめに（調査研究の背景・目的） 
IoT や AI 等情報通信技術の急速な進展を背景に、欧州を中心に船舶の自動運航に関する研究が進んで

いる。船舶運航の自律化・自動化は、ヒューマンエラーの防止等海上における安全性向上や乗船者の作業

負担軽減、運航や制御の最適化による効率化等が期待され、将来の海上輸送の在り方を大きく変える可能

性がある。他方で、自動運航船の実用に向け、新たに必要となる基準や既存の IMO 条約等関連規則の適

用は不明確であり、規制面での検討が求められている。 
このような状況下、我が国を含む複数の国から、規制面での論点整理を「新規議題」として提案する作

業文書が IMO に共同で提出され、本年 6 月に開催される MSC 98 での議論の結果、本提案が採択され、

2018 年から IMO において自動運航船の制度に関する議論が開始された。 
そこで、IMO における自動運航船に係る当面の議論に対応するため、対処方針案の検討を実施すると

ともに、今後の自動運航船の早期実現に向けて、自動運航船の段階的実現のための自律化レベル及びレベ

ルに応じた船舶コンセプトの開発（特に 2025 年実証レベル）を勘案し、現在、内航海運において実用可

能な自動運航船について課題等を整理するとともに、その対策案を検討するための調査研究を実施する。 
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